
大仙市内で旅館業を新たに経営するには、市役所への旅館業営業許可申請が必要となります。また、施設の構造設備が法令に基づく基準に適合しているかについて検査を受けなければなりません。

既存施設であっても営業者が変更される場合には新規申請が必要となります。（法人代表者の変更及び相続、承継の場合を除く。）
ケースに応じて、届出に必要な要件が異なりますので、まずはご相談ください。
■　手続きの流れ

事前相談 → 申　請 → 施設検査 → 許可書交付

　　　　　　　　　　　　　　　
※施設が法令に基づく基準に適合しない場合は、不適箇所が改善されるまで市役所からの許可が下りません。市役所及び関係機関への早めの事前相談（構造設備等について）をお勧め致します。
■　他法令関係
　旅館業営業許可申請をして頂く上で、下記の部署に相談が必要になる場合があります。大仙市への相談と併せて他機関にもご相談下さい。
・建築基準法【仙北地域振興局建築課　TEL: 0187-63-3113】
・消防法【大曲消防署予防課　TEL: 0187-63-0316】
・公衆浴場法、建築物の衛生的環境の確保に関する法律（特定建築物）、大仙市モーテル類似旅館規制条例【大仙市生活環境課】
・食品衛生法、浄化槽法、温泉法、水質汚濁防止法（特定施設）、大気汚染防止法（ばい煙発生設備）、秋田県公害防止条例（指定ばい煙発生設備）　【大仙保健所環境指導課　TEL:0187-63-3694】
・水道法（簡易専用水道、専用水道）　【大仙市上水道課　TEL: 0187-63-1111】
■　構造設備基準
下記法令の構造設備基準を参照してください。
　・旅館業法
・旅館業法施行令
・旅館業法施行規則、及び旅館業法条例

・大仙市旅館業法施行細則

・旅館業における衛生等管理要領
■　添付書類
　(1)旅館業営業許可申請書
(2)誓約書（旅館業法第三条第２項各号に該当しない場合） 
(3)営業施設の構造設備を明らかにする図面

(4)施設の所在地の周囲おおむね200m以内の見取り図（特に学校等との距離関係を明らかにした
もの）
(5)消防法令適合通知書（大曲消防署予防課に申請）
(6)建築確認検査済証（新規営業の場合、建築事務所に申請。施設の増改築または名義変更による新たな許可の場合、市から建築課に意見書を申請）
(7)法人にあっては、定款又は寄附行為の写しのほか、登記事項証明書
　(8)手数料　22,000円
担当：大仙市市民部生活環境課　℡：0187-63-1111（内線187）
旅館・ホテル等を経営される方へ








